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要約

これまで都市家族の研究のなかで比較的等閑視されてきた、家族とコミュニティの相互

関連をめぐる問題(家族・コミュニティ問題)へのアプローチとして、とくに夫婦聞の援

助関係と世帯外援助ネットワークとの関連に焦点を据えた分析を試みる。北米都市での調

査知見に基づく仮説は、パーソナル・ネットワークとしてのコミュニティが居住地域や連

帯性から解放されることによって、夫婦関係を分離的にするような世帯外ネットワークか

らの影響(競合説)が消失し、世帯内のニーズに従って(ニーズ説)、夫婦聞の援助関係を

前提として世帯外のネットワークから援助が動員される(両立説)状況が生み出されたと

主張している。現代日本の都市家族にもこのモデノレが妥当するのかどうかが検討される o

東京都調布市に居住する比較的若年の既婚女性を対象とした調査票調査のデータ分析か

ら、基本的にはニーズ説、両立説が支持される結果が得られたが、部分的には競合説を支

持する結果やニーズ説に包摂しきれない結果が得られた。とくに育児期の妻の近隣ネット

ワークと夫からの家事援助との聞には、競合的な状況が現れやすい。この点は、最近の他

の調査知見と照らし合わせてみると、ネットワークの一部が世帯外から夫婦関係を規定す

る力を失っていないことを示唆している。こうした知見は、多角的なネットワーク測度を

使った家族・コミュニティ研究によって、比較社会学的な文脈から、さらに検討される必

要がある。

*静岡大学人文学部社会学科
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1 .研究の目的

日本における現代家族研究の中で、夫婦関係の

研究は、戦後の家族変動のー側面という意味でも

ひとつの重要な焦点となってきた。しかし、夫婦

関係は、家族内の要因との関連の中で、とりわけ

夫婦問の役割分業や勢力関係という限られた側面

について検討される傾向が強かった。現代におい

て家族がそれをとりまくコミュニティとの関連で

どのような特性を際立たせていくのかという問題

意識は、これまでの日本の家族(夫婦)関係研究に

おいては相対的に希薄であったといえるだろう。

このような問題意識をめぐって立てられる問い、す

なわち「家族・コミュニティ問題」へのアプロー

チは、現代家族変動を捉えるうえでも重要である

というのが本稿の基本的立場である(野沢、近刊)。

社会的ネットワーク論の観点に立った近年のコ

ミュニティ研究の理論的発展と経験的知見の蓄積

は、家族研究がコミュニティ研究との接点をもつ

ことによって新たな展開可能性を広げることを示

唆している。本稿では、個人が取り結ぶ、援助的な

個人間の紐帯の総体としてのパーソナル・ネット

ワークを「パーソナル・コミュニテイ」とみる立

場に依拠し、家族とコミュニティとの関連を探る。

東京都調布市に居住する既婚女性を対象とした調

査データの分析を通して、現代日本の都市家族に

おける夫婦の幹が、コミュニティ・ネットワーク

とどのようなインターフェイスを高哉りなしている

のかを考察することが、この研究の目的である 1)。

2.夫婦関係とコミュニティ

夫婦関係と家族をとりまく社会的環境(コミュ

ニティ)との関連を扱った研究は、社会的ネット

ワークという概念の有用性を指摘し、夫婦関係と

ネットワークの密度との関連を命題化したイギリ

スの社会人類学者ボットによる1950年代のロンド

ンでの調査研究にまでさかのぼることができる

(Bott、1971[1957J)。彼女は、夫婦関係の多様

性は、社会階級、家族周期段階などの家族特性や

居住地域の特性といった要因からの説明には還元

できないと考え、家族のもつ社会的ネットワーク

が直接的に夫婦関係に影響を与えると主張した。

そして、(ネットワーク密度の高い)緊密なネット

ワークをもっ家族では夫婦関係が分離的になり、

(密度の低い)緩やかなネットワークをもっ家族

では夫婦関係は合同的になる、という仮説を導出

した。その後、この仮説は他の研究者による一群の

追試調査研究を生み出したが、緊密なネットワー

クが夫婦関係を分離的にするという規定関係は必

ずしも確かめられたことにはならなかった。

近年になってウェルマン夫妻は、社会変動にと

もなうコミュニティの変容に関する研究の文脈の

なかに位置づけなおしてポット仮説を再検討し、

1970年代後半の北米トロントでの調査データをも

とに批判を加えた (Wellmanand Wellman、

1992)。彼らにしたがえば、ボットの見いだした夫

婦関係と社会的ネットワークとの聞の規定関係

は、強固な連帯性をもち援助源として強力な(親族

中心の)ネットワークが、夫婦問の援助関係を弱

め、配偶者から引き離すと考えている点で、配偶

者とコミュニティ(ネットワーク)との競合仮説で

あると言える。しかし、1970年代以降の(とくに北

米)都市社会は、地域に限定的で親族中心的な社

会から職業階層と居住地の両面における社会移動

の顕著な社会へと変動し、その結果、パーソナル・

ネットワークとしてのコミュニティが、居住地域

および単一の連帯性から解放される傾向を強め

た。つまり、地理的に分散し、友人など親族以外

のネットワークメンバーの比率が高まった緩やか

で分岐的なネットワークのなかの多様なメンバー

からそれぞれ異なった援助を手に入れる傾向が一

般化したというのである。このような「コミュニ

ティ解放論J (Wellman、1979)の立場に立つウェ

ルマンらは、ボット流の配偶者一コミュニティ聞

の競合仮説を成り立たせていたようなコミュニ

ティ状況が失われてしまっていると主張してい

る。さらに、北米の都市的状況では、コミュニティ

は公的な場所から引き離され、家庭を中心として

私的に形成・維持される傾向(コミュニティの家

庭中心化)が強まっていると指摘する。
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コミュニティ解放化・家庭中心化に着目しなが

らトロントの調査結果を分析したウェルマンら

は、ボット説に対しておもに 2つの修正点を加え

ている。第一に、配偶者とコミュニティ・ネット

ワークとの聞の影響関係は、世帯の内部からその

外にあるネットワークに向けて働くのであって、

その逆ではなしコ。すなわち、ライフステージや妻

の就業状態によって変化する世帯内の援助ニーズ

に応じて、世帯が操作的に世帯外のネットワーク

を維持・動員するということである。第二に、最

も援助的なネットワークは、最も援助的な夫婦関

係と両立するのであって、競合するのではない。

つまり、そうした世帯内のニーズを満たす際に、

まず配偶者が最も重要な援助源として頼られ、さ

らに必要に応じて(夫婦関係と競合しないかたち

で)選択的に世帯外のネットワークからの援助が

動員されるというのである (Wellmanand Well-

man、1992: 404-405) 0 

こうした近年の北米都市での家族・コミュニ

ティ状況がそのまま現代日本の家族・コミュニ

ティ状況と重なるものかどうかは、注意深く検討

する余地がある。そもそもウェルマンらのトロン

トでの調査結果も、ボットの調査同様、比較的少

数の事例インタビューに基づくものであり、導か

れた結論がどの程度の一般性を保証されるのか疑

問が残る。また、ボットの研究が、世帯内ニーズ

を大きく規定するとみられるライフステージの要

因をコントロールしたサンプルを対象とした調査

であったのに対し、ウェルマンらのトロント調査

では多様なライフステージにある家族を対象とし

たデータから世帯内の援助ニーズに着目して上記

のような結論を導いていた。こうした調査設計上

の差異が、両者の結論の希離を生み出していた可

能性も否定できない。しかし、コミュニティの変

容への着目が重要であり、それとの関連で夫婦関

係を捉えることは、家族変動論の文脈からも意義

があることであると思われる。したがって本稿で

は、ボットからウェルマンへと展開した仮説群を

ひとつの準拠点として、現代日本の都市家族・コ

ミュニティ状況を評価してみることにする。全体

として現代北米の都市居住者とパラレルな状況が

どの程度見られるかというのが本稿の分析のひと

つの焦点になる。

北米との比較の観点を含んだこれまでの日本の

夫婦関係に関する研究が導き出した日本の都市家

族の夫婦関係に関するイメージは、性別役割分業

が厳密な、ボットのいう分離的な夫婦関係によっ

て特徴づけられるものであった。夫と妻がそれぞ

れ職場と近隣という相互に隔絶した連帯性の強い

小集団世界に属し(ボーゲル、 1968[1963J)、夫

婦それぞれが異なった生活領域に自律的な決定権

をもち(増田、 1965)、余暇や知らせ合いの夫婦伴

侶性が低い(ブラッド、 1978[1967J)と指摘され

てきた2)。

一方、北米でのコミュニティ研究の展開から直

接の刺激を受けて着手され始めた日本の都市にお

ける最近のネットワーク調査研究からは、既婚女

'生のノfーソナJレ・ネットワークに関してコミュニ

ティ解放論がほぼあてはまるとする知見3)(前田、

1993 ;野辺・田中、 1995)や、より都市的な地域

に居住するほど一般的にコミュニティ解放化が強

まる(おもに親族関係が減り、友人関係が増える)

という知見(大谷、 1992;松本、 1995)が導かれ

ている。ウェルマンらの理論的前提にしたがえば、

解放化が進行したコミュニティは、夫婦関係と競

合するような影響力を世帯外からもたらすほどの

存在ではなくなることになる。しかし、日本の都

市家族において、世帯外援助ネットワークの特徴

と夫婦聞の援助関係とがどのようなインターフェ

イスを織りなしているのかという問いは、追究さ

れ始めたばかりである。

野沢は、地方都市(山形市)と大都市郊外(朝

霞市)における夫婦を対象とした都市間比較調査

データの分析から、基本的に両立仮説が支持され

ることを見いだしている。しかし、とくに、(1)地方

都市における(夫の)地縁的な親族ネットワーク

の大きさと強さが夫婦聞の情緒的援助依存を増大

させ、 (2)大都市郊外の夫の職場ネットワークと夫

婦の近隣ネットワークの大きさが夫の実用的援助

(家事参加)を減少させる、という知見の解釈に

関しては、事例夫婦インタビュー調査の結果をも

とに検討が加えられた。そこでは、(ウェルマンら
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の主張とは逆に)世帯外のネットワークが夫婦関

係に対して(ボットの主張とは異なりつねに分離

的な力であるとは限らないが)影響を及ぼす側面

も無視し得ないことが強く示唆されていた(野沢、

近刊;ニッセイ基礎研究所、 1994も参照)。

以下では、このような知見との比較・検証とい

う意味も込めて、より都市的な地域に居住し、結

婚している比較的若年層の女性を対象とした調布

調査データを用いた分析を行う。

3.東京・調布調査一方法と主要変数一

この調査は、 1993年12月に、東京都調布市に居

住する25歳以上44歳以下の有配偶女性1643名を対

象として行われたものである4)。対象者のサンプ

ルは、調布市の選挙人名簿をもとに無作為抽出さ

れ、質問紙が郵送法によって配布・回収された。

有効回収票は822票(回収率は50.0%)であった。

ただし、以下では、対象者および夫の職業や子ど

もに関する回答が不備なケースを除いた808ケー

スを分析の対象とする。

データ分析上の焦点は、以下の 3点である。

(1) 妻が夫から得る援助の程度は、世帯外のネツ

トワーク規模およびそこからの援助の程度と競

合的な関係にあるのか、両立的な関係にあるの

か。[競合・両立仮説の検討]

(2) 妻が夫から得る援助の程度、および世帯外

ネットワークの規模とそこからの援助の程度

は、世帯内のニーズや資源に関するどのような

要因によって多様性をみせるのか。[世帯内ニー

ズ仮説の検討]

(3) さらに、夫からの援助と世帯外ネットワー

ク・援助との間には、個人・世帯に関する要因

の効果を統制した場合でも、何らかの直接の関

連が見いだされるのかどうか。

すでに触れたように、理論的には、夫婦聞の援

助関係が世帯外のネットワークから規定されるモ

デルと、逆に夫婦関係が世帯外ネットワークの維

持や動員を規定するモデルの両方が考えられる O

本稿では、妻と夫の個人特性および世帯の特性に

関する要因が夫婦関係および世帯外援助ネット

ワークをどのように規定しているかを検討したう

えで、夫婦間援助を従属変数としたモデルと、個

人・世帯特性と世帯外援助ネットワークを従属変

数としたモデルの両方について、多重分類分析を

試みて結果を検討する。ただし、この調査では、

夫は調査対象にしておらず、妻のパーソナル・ネッ

トワークおよび妻の認知している援助交換に関す

るデータしか得られていないという点で分析結果

は限界をもっている。

夫婦聞の援助関係については、妻が夫からどの

程度援助を得ているかを、情緒的援助と実用的援

助の 2つのレベルで、測定している。夫からの情緒

的援助については、夫の援助性評価 5項目(①心

配ごとや悩みを聞いてくれる、②能力や努力を高

く評価してくれる、③助言やアドパイスをしてく

れる、④気持ちゃ考えを理解してくれる、⑤一緒

にいるととても楽しい)にあてはまる程度を 4件

法で回答してもらい、各回答の得点(1-4点)

を加算して尺度を構成した(信頼性係数

αニ .89)。一方、実用的援助に関しては、夫の家事

参加の頻度を家事6項目(①料理や後かたづけ、

②風呂の準備・掃除、③洗濯、④掃除、⑤ふとん

のあげおろし、⑥ゴミだし)を 4件法で回答して

もらった。これも各項目の得点 (0-3点)を加

算して尺度を構成した(信頼性係数 α=.76)九

世帯外のネットワークおよびネットワークから

の援助に関しては、 2種類の変数を用意した。ひ

とつは関係の種類別の世帯外援助ネットワーク規

模である。①別居している夫方の親族、②別居し

ている妻方の親族、③自分の仕事関係の人、④近

所の人、⑤その他の友人、という 5つのカテゴリー

別に「あなたが日頃から何かと頼りにし、親しく

している方」のおよその人数について回答を得た。

もうひとつは、 5つの関係カテゴリー(①別居の

親きょうだい〔核親族〕、②それ以外の親族〔拡大

親族〕、③職場の人、④近所の人、⑤その他の友人)

ごとに、援助に関する 8項目(①心配ごと悩みご

とを聞いてくれる、②気持ちゃ考えを理解してく

れる、③能力や努力を評価してくれる、④一緒に
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とても楽しく過ごせる、⑤助言やアドバイスをし

てくれる、⑥病気の時など看病や家事を頼める、

⑦入手がいるとき気軽に手伝いを頼める、⑧気軽

に子どもの世話を頼める)にあてはまる人がいる

かどうかを尋ねた。それぞれの関係カテゴリー別

にあてはまる人がいる項目数を算出し、それぞれ

を関係種類別の援助依存度を表す変数とみなし

た。これらの援助依存度変数は、各関係カテゴリー

(ネットワーク)が、どの程度多様な援助源となっ

ているかを示しているが、それは同時に各関係(間

柄)カテゴリー別ネットワークが提供する援助量

をほぼ表していると想定している。

各世帯外関係援助依存度および世帯外のネット

ワークの関係カテゴリー別規模の平均値等を表 1

に示した。親族ネットワーク(とくに親子・きょ

うだい聞の紐帯)は最も多様な援助の提供源に

なっており、妻方・夫方を合わせた親族ネットワー

クがパーソナル・ネットワ}ク全体の規模に占め

る比率も最も大きい。しかし、親族ネットワーク

が数の面でも、援助源としての重要性の面でも、

対象者たちのコミュニティを覆い尽くしている状

態からはほど遠い。友人ネットワークは、規模の

面でも、援助源としての重要性の面でも、親族ネッ

トワークに迫っている。また、近隣や職場にも一

定のネットワークが存在し、何らかの援助源と

なっている。調布市の既婚女性たちは、比較的分

離した社会的文脈において形成された多岐的な

ネットワークから比較的豊富な援助を手に入れて

いるという意味では、ある程度コミュニティ解放

論が想定しているネットワークに近いコミュニ

ティのなかに暮らしていると言えるようだ。

4.夫婦間援助とネットワーク援助の関連

では、こうした変数として測定される夫からの

援助と世帯外ネットワーク援助は、相互にどのよ

うな関連をもっているだろうか。表 2では、夫か

らの情緒的援助と実用的援助が世帯外ネットワー

クのカテゴリー別規模や援助依存度とどのように

関連しているかを見るために、ピアソンの積率相

関係数の値を示した。

夫からの情緒的援助と世帯外援助依存度の総数

とは比較的高い有意な正の相闘を示している。し

かし、関係のカテゴリー別でみると、核親族援助

依存度のみが統計的に有意な正の相関をもつこと

がわかる。一方、世帯外ネットワークの規模(総

数)も夫からの情緒的援助の程度と正の相関を示

している。関係カテゴリー別のネットワーク規模

を見ると、いずれも正の相闘をもつことがわかる

が、とくに夫方・妻方双方の親族ネットワーク、

友人ネットワークと比較的大きな正の相聞を示し

ており、近隣ネットワーク規模との相関のみが統

表 1 世帯外関係援助依存度および世帯外ネットワーク規模

平均値標準偏差最小値 最大値 N 

核親族援助依存度 4.94 2.65 .00 8.00 808 

拡大親族援助依存度 .63 1. 46 .00 8.00 808 

職場援助依存度 .99 1. 76 .00 8.00 808 

近隣援助依存度 1.90 2.50 .00 8.00 808 

友人援助依存度 4.68 2.36 .00 8.00 808 

世帯外援助全体重 13.15 5.36 .00 31.00 808 

親しい夫方親族関係数 2.26 2.37 。 20 797 

親しい妻方親族関係数 3.70 2.70 。 20 801 

親しい仕事関係数 1.67 4.58 。 98 753 

親しい近隣関係数 2.29 2.56 。 30 792 

親しい友人関係数 4.35 5.88 。 98 796 
ー------------_.、・・・・ a ・・・・---------------・ー一一---------一一ー・・ー・ーーーーー『一一一・ー・・ーーーーーーーーー・・

ネットワーク全体規模 14.09 12.01 .00 211.00 741 
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表2 夫からの情緒的・実用的援助と世帯外援助依

存度・ネットワーク規模の相関

情緒的援助実用的援助

核親族援助依存度 .21** 

拡大親族援助依存度 .08 

職場援助依存度 .07 

近隣援助依存度 .02 

友人援助依存度 .07 

世帯外援助依存度(総数) .19叫

夫方親族関係数 .16*キ

妻方親族関係数 .12** 

職場関係数 09本

近隣関係数 .07 

友人関係数 .12村

ネットワーク規模(総数) .15** 

数字はピアソンの積率相関係数ァの{直

片側検定 . p < .01、叫 p< .001 

.02 

一.02

26** 

一.14叫

05 

.00 

一.05

-.03 

.19** 

-.12** 

.10* 

.09* 

計的には有意ではない。言い換えると、親きょう

だいなど直接の親族から多様な援助を得られ、よ

り大きな親族、友人、職場ネットワークをもっ妻

は、夫から多くの情緒的な援助を得ていることに

なる。

夫の家事参加という観点から見た実用的援助と

の関連はどうであろうか。世帯外援助依存度の総

得点、との相関はまったくない。また、世帯外ネット

ワーク全体との相関も、プラスではあるが相対的

に小さいという点で情緒的援助の場合と異なる。

しかし、夫からの実用的援助の場合、関係カテゴ

リーによって関連の仕方が大きく異なる点に顕著

な特徴がある。職場援助依存度、職場ネットワー

ク規模、友人ネットワーク規模とは有意な正の相

関があるが、他方で近隣への援助依存度や近隣

ネットワーク規模とは有意な負の相関が存在す

る。職場に比較的大きなネットワークをもち、そ

こから多様な援助を得ている妻の夫は多くの家事

をする傾向がある。多くの友人をもっ妻にも同様

のことが言える。しかし、近隣に頼りになる大き

なネットワークをもっている妻の場合は、逆に夫

からの家事援助が少なくなるのである。

単純な相関を見る限り、ウェルマンらの言い方

にならえば、夫からの援助のうち情緒的な側面に

関しては、世帯外ネットワーク、とりわけ親族ネッ

トワークの大きさやそれへの援助依存性と両立・

並行していることになる。しかし、実用的な側面

に関しては、おもに妻の職場のネットワークとは

両立的・並行的であるが、近隣ネットワークやそ

れへの援助依存度は、夫との幹と競合することに

なる。これは、北米トロントでの調査知見とも 1950

年代ロンドンでのボットの知見とも一致せず、両

者の混在した結果を示すように見える。ウェルマ

ンらは、夫婦聞の援助にせよ、世帯外ネットワー

クからの援助にせよ、世帯内に生じる援助ニーズ

に関わる世帯内の特性によって規定されており、

世帯内外の援助聞の(正の)相関はこの世帯内ニー

ズにほぽ還元できるのではないかと主張してい

た。そこで、夫からの援助や世帯外の援助ネット

ワークが世帯内の特性にどのように規定されてい

るかを検討し、さらに規定力をもっ世帯内要因を

コントロールした場合、両者の関連が残るかどう

かを確認しよう。

5.夫からの援助を規定する要因

ここでは、世帯内の特性として、 12の変数を取

り上げる 6)。表 3は、これらの変数を独立変数と

し、夫からの情緒的援助の程度および実用的援助

(家事参加)の程度を従属変数とした一元配置の

分散分析の結果を示している。夫からの情緒的援

助の程度に関しては、ライフステージ(末子基準)、

夫および本人の年齢、夫および本人の学歴、本人

および夫の職種、さらに本人の就業形態が統計的

に有意な関連をもっていることがわかる九全体

を要約すれば、家族がライフステージの早期段階

にありへ夫婦の学歴が高く、夫婦とも専門・管理

的職業に就いているほど、妻は夫からより多くの

情緒的援助を得るという傾向がある。ライフス

テージや妻の職業へのコミットメントの大きさ

は、世帯内援助ニーズの大きさを規定する要因と

考えられ、妻は世帯内のニーズ、に応じて夫から情

緒的援助を手に入れている点でニーズ説をある程

度裏付けているとみられる。しかし、夫の学歴が

情緒的な援助をかなり強く規定している点は、必
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夫からの情緒的援助と実用的援助を従属変数とした一元配置の分散分析結果表3

実用的援助(家事)の程度情緒的援助の程度

F 

ライフステージ

世帯年収

本人の年収

本人の学歴

夫の学歴

本人の職種

夫の職種

本人の就業形態

夫の就業形態

本人の年齢

夫の年齢

裁との同居

19.95常事本

1.07 

19.61*ホキ

12.71本牟*

.08 

14.55*** 

.64 

34.14事，.
8.77** 

14.87キ**
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F 

13.27*** 

1.26 

1.59 

9.79*本車

32.03*** 

5.83*** 

7.67**本

3.85'* 

1.32 

10.21キ"

8.12'** 

.07 

Eta 

.25 

.07 

.08 

.15 

.20 

.15 

.14 

.12 

.04 

.19 

.20 

.01 

N 

802 

790 
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1
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独立変数

資源の差異も夫からの援助を規定する要因のひと

つである可能性を示唆している。

次に、こうした世帯内要因をコントロールした

場合、先に見たような夫からの援助と世帯外の

ネットワーク・援助との関連は独立の効果をもつ

かどうかを検討したい。そこでまず、夫からの援

助の程度との聞に統計的に有意な関連のあるいく

つかの世帯内要因および世帯外ネットワーク・援

助変数を独立変数とし、夫からの情緒的・実用的

援助を従属変数として多重分類分析を行った。た

だし、世帯内要因変数と世帯外ネットワーク・援

助変数のそれぞれについて、相互に強い関連を

もっている複数の変数があるので、それらを同時

に独立変数とすることを避げるために、相関比

(Eta)あるいは相関係数(r)による従属変数との

関連の強さを基準にして独立変数を選択したl九

夫からの情緒的援助を従属変数とした分析で

は、ライフステージ、最終学歴、自分の職種、核

親族援助依存度、夫方親族関係数、友人関係数を

独立変数として同時に多重分類分析(および多元

配置の分散分析)にかけた1九表4は、その結果を

示している。世帯内要因では、ライフステージと

夫の最終学歴が独立の効果を有している。夫から

の情緒的援助は、子どものいない時期に最大に、

末子が小学生の時期に最小になる傾向があり、ま

キキキ p< .001、村 p< .01、'P < .05 

ずしもニーズ説に包摂しきれないだろう。

同様に表 3からは、夫からの実用的援助の程度

が、やはり世帯内の援助ニーズに関わる要因に

よって規定されていることがわかる。ただし情緒

的援助の場合とは異なり、夫の家事参加の程度は、

夫の学歴や職種との関連がほとんどなく、ライフ

ステージ(および夫婦の年齢)や妻自身の就業に

関わる要因(本人の就業状態、職種、年収など)9) 

との関連がとくに強くなっている。また、夫の就

業形態および親との同別居状況が、やや弱いが有

意な関連をもっていることも情緒的援助と異なる

点である。具体的には、ライフステージが若いほ

ど川、そして妻が(高学歴であり)、専門・管理的

な高収入の仕事にフルタイムで従事しているほ

ど、夫から妻への実用的援助が多くなる傾向があ

る。これは、夫からの援助動員に関するニーズ説

をほぼ支持しているとみてよいだろう。また、夫

の就業形態が自営業であること、および夫婦いず

れかの親が同居していることは、夫の家事参加を

低める傾向が(さほど強くはないが)ある。自営

業の夫がなぜ家事参加が少なくなるか、今回の

データからさらに検討することはむずかしい。し

かし、少なくとも親との同居については、世帯内の

ニーズばかりでなく、世帯内に夫婦以外に家事を

分担できる成人がいるという意味での世帯内関係



80 総合都市研究第 56号 1995

た高学歴の夫のほうが多い傾向がある。しかし、 の多くの親族と親しい関係を維持しているほど夫

こうした世帯内要因や他の援助・ネットワーク変 からの情緒的援助も増大する傾向は統計的に有意

数の効果を統制した場合、友人関係数は独立の効 である 13)。

果をもたないが、核親族援助依存度と夫方親族関 次に、夫からの実用的な援助に関する多重分類

係数は他の要因から独立の効果をもっていること 分析では、ライフステージ、本人の最終学歴、本

がわかる。他の要因の効果が等しいとしても、親 人の就業形態、夫の就業形態、親との同居、職場

きょうだいからの援助が多いほど、また妻が夫方 援助依存度、近隣援助依存度、友人関係数の 8変

表4 夫からの情緒的援助の多重分類分析

総平均 11.77 調整前 調整後
独立変数(カテゴリー) N 偏差 相関比 偏差 偏相関比

(Eta) (Beta) 

ライフステージ

1 子f共なし 152 1.26 1.05 

2 末子 0-2歳 199 .47 .22 

3 末子 3-6歳 152 ← .58 .47 

4 末子 7-12歳 175 .83 .72 

5 末子13歳以上 112 .46 一.07

.25 .20*キ*

夫の最終学歴

1 中・高・短大・高専卒 295 一.78 .60 

2 大学卒 495 .47 .36 

.19 .15*** 

本人の職種

1 専門・管理職 122 .76 41 

2 販売・事務職 234 .41 .30 

3 現業職 21 1.53 一.75

4 無職 413 .09 .09 

.14 .09 

核親族援助依存度

1 少ない(3以下) 228 -.95 .58 

2 中程度 (4-5) 171 .14 .01 

3 多い (6以上) 391 .49 34 

.20 .13叫

親しい夫方親族関係数

1 少ない(1人以下) 308 .56 一.34

2 中程度 (2-3人) 291 .11 01 

3 多い(4人以上) 191 .74 .53 

.16 .11村

親しい友人関係数

少ない(2人以下) 272 -.53 一.22

2 中程度 (3-4人) 200 .18 .11 

3 多い(5人以上) 318 .34 .12 

.12 .05 

重相関係数 (R) .372*** 

キ**P<.OOl、**P<.Ol、*p < .05 
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数を独立変数とした。表 5にその結果を示した。 て漸減し、妻の学歴が高く、とくにフルタイムで

世帯内要因では、ライフステージ、本人の学歴と 雇用されている場合に多くなるという傾向が有意

就業形態の 3要因が、有意な独立の効果をもっこ である。世帯外ネットワーク・援助変数では、職

とがわかった。他の要因を統制した場合でも、夫 場援助依存度のみが独立の効果を示している。職

の家事参加の程度は、子どもの誕生・成長につれ 場に何らかの援助的紐帯を有している場合のほう

表5 夫からの実用的援助(家事)の多重分類分析

総平均 4.88 調整目IJ 調整後
独立変数(カテゴリー) N 偏差 相関比 偏 差 偏相関比

(Eta) (Beta) 

ライフステージ

1 子供なし 140 2.25 1.30 

2 末子 0-2歳 192 .18 49 

3 末子 3-6歳 146 一.46 -.21 

4 末子 7-12歳 173 -.88 .66 

5 末子13歳以上 109 -1.18 一1.20

29 .21*キ*

本人の最終学歴

l 中学・高校卒 345 一.69 一.46

2 短大・高専卒 203 .10 .07 

3 大学卒 212 1.03 .69 

.18 .12村

本人の就業形態

1 ブlレタイム 126 3.12 2.17 

2 ノ¥-トタイム 133 一.21 -.09 

3 白営業など 102 -1.02 一.70

4 無職 399 .65 -.48 

.35 .25*** 

夫の就業形態

常雇 622 .21 .07 

2 自営業 138 一.93 一.31

.11 .04 

親との同居

1 同居している 90 .94 十 .48

2 同居していない 670 .13 .06 

.09 .04 

職場援助依存度

1 ない (0) 516 .70 .28 

2 ある(1以上) 244 1. 48 .58 

.25 .10* 

近隣援助依存度

1 ない(0) 379 .41 。。
2 少ない(1-2) 140 -.06 .12 

3 多い(3以上) 241 .61 一.07

.11 .02 

親しい友人関係数

1 少ない(2人以下) 261 一.03 .02 

2 中程度 (3-4人) 198 -.06 ← .03 

3 多い(5人以上) 301 .07 .00 

.01 .01 

重相関係数 (R) .444**キ

日*p < .001、村 p< .01、本 P< .05 
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が、そうでない場合よりも夫の家事参加が多い。

夫の実用的援助との間で唯一負の相関を示してい

た近隣関係・援助要因は、他の要因の影響をコン

トロールしてしまうと独立の効果は非常に小さく

なってしまう。

要約すると、夫からの情緒的援助に対しては、

ライフステージと夫の学歴という世帯内要因が独

立の効果をもつが、同時にこれらの要因の効果が

等しいとしても、親きょうだいからの援助が多く、

援助的な夫方の親族ネットワークが大きいと夫か

らの情緒的援助は高まるのである。同様に、実用

的な援助に関しても、ライフステージ、妻の学歴、

妻の就業の状態など世帯内の状況に関する要因に

よって規定されているが、それらとは独立に同時

に職場での紐帯からの援助があることが夫の家事

参加を高める効果がある。これらの知見は、世帯

内ニーズ説を一定程度支持するとみられるが、同

時にその限界をも示している。

夫の家事参加が妻の職業的コミットメントの大

きさによって増えるという点は、ほぽニーズ説に

沿った結果となっている。しかし、ライブステー

ジの効果は、一般に世帯内ニーズが高まると考え

られる育児期に夫の援助が増大する傾向を示して

いるわけでは必ずしもない。学歴の効果について

も、ニーズ説とは別に家族の階層性や個人の援助

能力など何らかの説明が必要になる。さらに、世

帯外ネットワーク・援助変数のいくつかが世帯内

要因とは独立の効果をもっ点は、少なくとも世帯

外の援助ネットワークの維持・動員の程度という

ものが、世帯内の要因に還元できないかたちで、

直接に夫婦関係と関連をもっていることを示して

いる。ここで取り上げた世帯内要因には反映しき

れないような個別的な世帯内ニーズの多寡が、こ

うした夫婦間と世帯外ネットワークからの援助と

の聞に関連を生み出している可能性がある。しか

し、同時に世帯内ニーズとは独立に、世帯外ネッ

トワークが夫婦関係に影響を与えている可能性も

無視できない。この点を明らかにすることには必

ずしもならないが、次に、夫からの援助と関連を

もっている世帯外ネットワーク・援助を従属変数

とした分析を試み、世帯がネットワークを動員す

るという仮説を検討してみよう。

6.世帯外ネットワーク・援助を規定する

要因

以下では、世帯外ネットワーク・援助変数のう

ち、前節での多重分類分析で独立変数として取り

上げた 5つの変数(核親族援助依存度、職場援助

依存度、近隣援助依存度、夫方親族関係数、友人

関係数)を従属変数とした分析を行った。まず、こ

れらのネットワーク・援助変数を従属変数とし、

12の世帯内特性変数を独立変数とした一元配置の

分散分析の結果を示したのが表6である。核親族

援助依存度は、ライフステージや夫婦の年齢、妻

と夫の学歴や職場に関わる変数と有意な関連を

もっている。職場援助依存度は、同様にライフス

テージや夫の年齢・学歴と関連するが、当然なが

らとりわけ妻の就業に関わる変数群と強い関連を

もっている。近隣援助依存度に対しては、ライフ

ステージがとくに強い規定力をもっているほか、

やはり妻の年収・職種・就業形態という一群の変

数が関連している。夫方親族関係数と有意な関連

を示すのは、夫の職種のみである。友人関係数は、

ライフステージや夫の年齢、夫婦の学歴、夫の就

業形態と有意な関連をもっ。

これら 5つの従属変数ごとに多重分類分析・多

元配置の分散分析を行った。また、ここでは 2要

因の交互作用を織り込んだ分析をも試みた。

このうち、友人関係数を従属変数とした分析で

は、世帯内要因としてライフステージ、妻の学歴、

夫の就業形態を選び、これに夫からの情緒的援助

あるいは実用的援助を加えて独立変数とした 2通

りの分析を行ったが、いずれの場合もライブス

テージ変数のみが有意な独立の効果を示す。友人

関係数は、子どものない時期に最大となり、末子

が小学生の時期に最小になる。他の要因を統制し

た場合、夫からの情緒的および実用的援助変数は

いずれも独立の効果をもたない(それぞれ、

Beta= .07、NS; Beta=.01、NS)。また、ライフ

ステージと夫からの情緒的あるいは実用的援助と

の交互作用の効果も有意なものではない。
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世帯外関係援助依存度および世帯外関係数を従属変数とした一元配置の分散分析結果表 6

友人関係数夫方親族関係数近隣援助依存度職場援助依存度核親族援助依存度
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独 立 変数

ライフステージ

世帯収入

本人の年収

本人の学歴

夫の学歴

本人の職種

夫の職種

本人の就業形態

夫の就業形態

本人の年齢

夫の年齢

親との同居

日*p < .001、**P<.01、・ P < .05 

調整後

偏差

核親族援助依存度の多重分類分析

調整前
偏 差

表 7

偏相関比
(Beta) 

相関比
(Eta) 

総平均 4.99 

独立変数(カテゴリー) N 

.03 

.72 

.12 

.20 

-.75 

.22 

.77 
-.26 

.31 

.82 

146 

194 

150 

173 
110 

ライフステージ

1 子供なし

2 末子 0-2歳

3 末子 3-6歳

4 末子 7-12歳

5 末子13歳以上
.18キキキ

一.13
.06 

.15 

.21 

-.30 

.14 

.33 

345 

209 

219 

本人の最終学歴

1 中学・高校卒

2 短大・高専卒

3 大学卒

.05 

一.00

.30 
-1.25 

一.11

.11 

.09 

一.02

-1. 74 
.07 

119 

229 

20 

405 

本人の職種

1 専門・管理職

2 販売・事務職

3 現業職

4 無職

.10' 

.09 

一.40

.11 

.10 

一.45

629 

144 

夫の就業形態

1 常雇

2 自営業
.07* 

.56 

.20 

.27 

.08 

一.72

.27 

.32 

227 
288 

258 

夫からの情緒的援助

l 少ない (10以下)

2 中程度 (11-13)

3 多い(14以上)
.14ホ*

.280*卒事

.18 

重相関係数 (R)

*** P < .001、**P<.Ol、*P < .05 
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核親族援助依存度に関しては、ライフステージ、

本人の学歴と職種、夫の就業形態、夫からの情緒

的援助の 5変数を独立変数とした1九 表7に多重

分類分析の結果を示した。妻の学歴以外の独立変

数は、いずれも従属変数に対して他の要因からは

独立の効果をもつことがわかる。世帯内要因では、

乳幼児を抱えるライフステージで核親族援助が最

大になる傾向がとくに顕著である。そして、世帯

内要因をコントロールしでも、夫からの情緒的援

助が多いほど世帯外の核親族からの援助が高まる

傾向がある。夫からの情緒的援助変数とライフス

テージ、妻の職種、夫の就業形態の 3変数との聞

の交互作用があるかどうかを個別に確かめたが、

いずれも交互作用の効果は認められなかった。

次に夫方の親族関係数を従属変数とした分析で

は、夫の職種と夫からの情緒的援助の 2変数を独

立変数とした。表 8に示されるように、 2つの独

立変数はいずれも統計的に有意な効果をもってい

る。夫の職種が専門・管理職で夫方親族ネットワー

クが大きくなり、現業職で小さくなるという傾向

が有意であるが、この要因を統制しでも、夫から

の情緒的援助がとくに少ない妻の場合に夫方親族

ネットワークが小さくなるという独立の効果が確

認された。なお、この 2変数の交互作用を独立変

数に加えて同様に多次元配置の分散分析をおこ

なってみたが、交互作用の効果は認められなかっ

た (DF二 4、F=.27、NS)。

職場援助依存度を従属変数とした分析について

は、本人の就業形態、ライフステージ、夫からの

実用的援助の 3変数を独立変数とした。表9に示

したように、本人の就業形態と夫からの実用的援

助の 2要因が独立の効果をもち、これらをコント

ロールした場合、ライフステージの効果は統計的

に有意なものではないことが明らかになった。就

業形態別では、ブルタイムの雇用の妻でとくに職

場援助依存度が高まり、ついでパートタイム、自

営などの順となり、無職では当然ながら職場での

援助関係はほとんどなくなる、という傾向が顕著

である。それに比べるとさほど大きな差ではない

が、夫からの実用的援助がもっとも多いカテゴ

リーで職場援助依存が高くなる傾向がある。

職場援助依存度に関しては、交互作用の効果も

存在することが確かめられた(表10)。他の要因の

効果をコントロールしでも、妻の就業形態と夫か

らの実用的援助の 2変数聞の交互作用は統計的に

有意な独立の効果をもたらしている。この交互作

用の意味を確認するために、職場援助依存度と妻

の就業形態と夫からの実用的な援助の 3変数聞の

関係をグラフ化したのが図 1である。また、図中

には就業形態カテゴリー別の一元配置の分散分析

による検定結果を付した。それによると、パート

タイム雇用の妻の場合のみ、有意であることがわ

かった。さらに、このパートタイム雇用層に関し

て平均値の多重比較 (Tukey法、 α二 .05)を行う

表8 親しい夫方親族関係数の多重分類分析

総平均 2.27 調整前 調整後
独立変数(カテゴリー) N 偏差 相関比 偏差 偏相関比

(Eta) (Beta) 

夫の職種

I 専門・管理職 417 .20 .19 
2 販売・事務職 269 .12 -.13 

3 現業職 99 -.53 .44 

.10 09キ

夫からの情緒的援助

1 少ない(10以下) 233 .58 -.55 
2 中程度 (11-13) 291 .26 .26 

3 多い (14以上) 261 .23 .20 

.16 .15*キ*

重相関係数 (R) .184村*

件 *P<.OOl、日 P< .01、本 P< .05 
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表9 職場援助依存度の多重分類分析

総平均 .97 
独立変数(カテゴリー) N 

ライフステージ

1 子供なし 146 

2 末子0-2歳 196 

3 末子 3-6歳 148 

4 末子7-12歳 175 

5 末子13歳以上 112 

本人の就業形態
1 ブlレタイム 130 

2 ノfートタイム 137 

3 自営業など 103 
4 無職 407 

夫からの実用的援助(家事)

1 少ない(2以下) 260 

2 中程度 (3-5) 227 

3 多い(6以上) 290 

重相関係数 (R)

*** p < .001、村 P< .01、*P < .05 

表10 職場援助依存度の分散分析

独立変数 平方和 DF 平均平方 F 

ライフステージ(ω 1.298 4 325 .204 
本人の就業形態(B) 812.666 3 270.889 170.451"* 
夫からの実用的援助(C) 11.446 2 5.723 3.601 * 
(A)X(B) 22.141 12 1.845 l.161 
(必X(C) 9.373 8 1.172 ー737
(B)X(C) 25.347 6 4.224 2.658* 
残差 1177.630 741 1.589 

村 *P<.001、**P < .01、*Pく .05

と、夫からの実用的援助が少ないグループと中程

度のグループのいずれと比較しでも、多いグルー

プのほうが職場援助依存度が有意に高い(少ない

グループと中程度のクゃループの平均値の差は有意

ではない)。つまり、パートタイム就労層において

のみ、夫からの実用的援助がとくに多くなると妻

が職場での紐帯から援助を多く得るという傾向が

あることが確かめられた。パートタイム就労層の

妻たちにとっとは、職場が比較的多様な援助のや

りとりをするほどのネットワーク形成の場になる

ためには、一定程度以上の夫の家事協力が必要で

あることが示唆されている。

調整前 調整後

偏差 相関比 偏差 偏相関比
(Eta) (Beta) 

.82 .07 

一.53 .03 

-.31 一.04

一.02 .02 

.29 一.03

.28 .02 

2.27 2.17 

74 .73 

一.33 一.29

.89 .87 

.68 .66*** 

-.36 一.09

.26 一.11

.53 .17 

.24 .07* 
685*** 

最後に、近隣援助依存独立変数を従属変数とし

た分析の結果を示そう。独立変数としては、ライ

フステージ、本人の年収および夫からの実用的援

助の 3変数を投入した。表11に示したように、ラ

イフステージと妻の年収のみが独立の効果を有し

ている。ライフステージでは、子どものいない時

期において近隣からの援助は最小となっており、

末子が3歳から 6歳の時期に最大となってのち漸

減する傾向を示している。また、妻の年収に関し

ては、比較的高額の年収を得ている層で近隣援助

が少なく、無収入(無職)層で顕著に多くなって

いる。

夫からの実用的援助要因は、これら 2要因の効

果から独立のものではない。しかし、 2変数聞の

交互作用を織り込んだ分散分析をおこなったとこ

ろ、ライフステージと夫からの実用的援助の交互

作用は統計的に有意なものであることがわかった

(表12)03変数聞の関係をグラフ化してみると、

図2のようになる。図 1と同様に、一元配置の分

散分析をおこなってみると、末子が0歳から 2歳

(乳幼児期)および3歳から 6歳(幼児後期)の
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表11 近隣援助依存度の多重分類分析

総平均 1.90 調整前 調整後
独立変数(カテゴリー) N 偏差 相関比 偏差 偏相関比

(Eta) (Beta) 

ライブステージ

1 子供なし 148 -1.51 1.25 

2 末子O十 2歳 195 .38 .24 

3 末子 3-6歳 149 85 .71 

4 末子 7-12歳 175 .31 27 

5 末子13歳以上 111 一.29 一.14

.32 .26*** 

本人の年収

1 なし 303 .65 .39 

2 120万円未満 213 一.02 一.07

3 120-499万円 188 一.91 一.45

4 500万円以上 74 -.30 -.28 

.25 .14村

夫からの実用的援助(家事)

1 少ない(2以下) 256 .20 .01 

2 中程度 (3-5) 228 .23 .13 

3 多い (6以上) 294 一.35 .11 

.11 .04 
重相関係数 (R) .348 

*村 p< .001、村 p<.01、本 p< .05 
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図 1 就業形態・夫の家事援助別の職場援助依存度

ステージにおいてのみ有意な結果が出ている。こ

の 2つのカテゴリーに関して多重比較をおこなっ

てみると、乳幼児期については夫からの実用的援

助の程度 3カテゴリー聞のいずれの比較において

も近隣援助依存度に有意な差はなかった。しかし、

幼児後期に関しては、夫からの家事援助が少ない

_.JJ，. 

表12 近隣援助依存度の分散分析

独立変数 平方和 DF 平均平方 F 

ライフステージ(A) 27l. 257 4 67.814 12.409帥*

本人の年収(B) 72.261 3 24.087 4.407付

夫からの実用的援助(c) 7.145 2 3.573 654 
(A)X(B) 85.428 12 7.119 l.303 
ωX(C) 112.903 8 14.113 2.582** 

自ヨ)X(C) 20.922 6 3.487 638 

残差 4055.134 742 5.465 

事事事 p< .001、昨 P<.01、本P< .05 

グループと中程度のグループの聞にのみ有意な差

異が存在することが確かめられた。

そもそも末子幼児期は、妻の近隣援助依存が

もっとも増大する時期であるが、夫からの実用的

援助との関連という点でも特異な傾向を示すス

テージであることを図 2は示唆している。この時

期においてのみ、夫からの家事援助がとくに少な

い妻が近隣から多くの援助を得るという顕著な傾

向を示すのである。夫からの援助変数とネット

ワーク・援助変数群との単純相関でみた場合、唯

一負の相関を示していたのが、夫の実用的援助と

近隣援助関係であった。こうした、いわば夫婦関
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いほど多くなる。ライフステージや妻の就業の状

、3-6歳.(多重比較:少ない>中程度) 態によって夫からの援助が規定されるという点で

は、世帯内ニーズ説が一定程度支持されるように
0-2歳本(多重比較:NS) 
. みえる。しかし、その効果の具体的内容にまで踏

λ_~_--O-_二三\...... み入社、これらの変数が世帯内のニーズのみを
・ ¥ _n、 一一万〈子ー

ーアデ-12歳/¥ik/F -h.1  直接に反映していると考えることには疑問が残
/ i 、・

る。とくに夫や妻の学歴が規定力をもっ点を考慮

13歳以上¥"-D すれば、夫婦の価値観や個人的資質に関わる階層

的・世代的な差異が存在すると考えられる。

世帯外のネットワーク・援助に関しては、夫か

らの援助と関連をもったいくつかの変数について

のみ検討した。とくに世帯のニーズ、に関わるのは、

核親族援助依存度、近隣援助依存度、職場援助依

存度である。乳幼児期において核家族および近隣

からの援助が増大するという傾向は、おおむね世

帯内の育児を巡る援助ニーズの増大を反映したも

のと考えてよいだろう。また、ライフステージの

効果をコントロールしでも、フルタイムの就業を

している妻の場合にとくに職場での組帯から援助

を多く得ており、逆に就業していない妻では近隣

からの援助を多く得ているという傾向が確かめら

れた。これらの分析結果は、世帯内の(とくに育

児)ニーズに合わせて、親やきょうだいが頼られ、

さらに妻の就業の状況によって、近隣や職場から

必要な援助を動員するという側面を反映している

と思われる。友人関係は、育児ニーズの高まる時

期に減少する傾向をみせており、妻が世帯内ニー

ズに応えるために動員する関係とは別に、家庭生

活に余裕のある状況において個人的に繰り広げる

交際関係となっているようだ。これらの点は、ウェ

ルマンらのトロントでの調査結果をほぽ支持して

いると同時に、東京郊外でのイマムラの調査の知

見とも符合する (Wellmanand Wellman、1992; 

Imamura、1987)。

第二に、夫婦関係とコミュニティの競合・両立

仮説をめぐる問題について。夫婦聞の援助関係と

世帯外ネットワーク援助との関連を単純相関でみ

ると、夫からの情緒的援助は核親族援助依存度、

夫方および妻方の親族関係数、友人関係数などと

正の相関を示している。さらに、世帯内要因をコ

ントロールしでも、親きょうだいからの援助が多

4 
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q
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。
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夫からの実用的援助(家事)

注)一元配置の分散分布ネ p< .05 

図2 ライフステージ・夫の家事援助別の近隣
援助依存度

係とネットワークの競合関係にあたる状況は、と

りわけ幼児を媒介とした近隣交際の拡大期にあた

るライフステージにおいて、しかも夫の家事援助

との関連において出現することが明らかになっ

た。

7.現代日本の都市家族とコミュニティ

←要約と結論一

以上、夫からの援助を従属変数とした場合およ

びネットワーク・援助を従属変数とした場合の両

面から、両者の聞の関連を検討してきた。冒頭で

示した世帯内ニーズ仮説および競合・両立仮説と

関連づけて、分析結果を要約し、考察を加えてみ

ょう。

まず第一に、世帯内ニーズ説について。夫から

の情緒的援助に関しては、ライフステージと夫の

学歴が独立の効果をもっ。子どものいない時期に

あったり、高学歴の夫をもっ妻の場合に、夫から

情緒的援助を多く得ている。実用的援助に関して

は、ライフステージ、妻の学歴、妻の就業形態が、

独立の効果をもっていた。夫からの家事援助は、

子どもの誕生・成長にともなって減少し、妻の学

歴が高く、妻自身の職業的コミットメントが大き

87 
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いほど、そして維持している夫方の親族関係が多

いほど、夫からの情緒的援助が多くなる傾向があ

る。また逆に、世帯内要因をコントロールしでも、

夫からの情緒的援助が多くなると、核親族援助、

夫方親族関係数が増大する傾向も確認された。こ

れらの点は、世帯外ネットワークが夫との情緒的

幹と競合するものではなく、基本的に両立的なも

のであることを示している。しかし、両者の関連

は世帯内のニーズ、を反映すると考えられる要因に

還元されるものではなく、それとは独立に(とく

に夫方の)親族との援助関係が増大するほど夫婦

聞の情緒的援助関係が増強されることを意味して

いる。この点は、取り上げた変数に十分反映され

ていない世帯内ニーズの差異によって生じている

可能性がある。だがもう一方では、親族ネットワー

クが夫婦の幹を(ポットの仮説のように分離させ

るのではなく)強める力をもっているとも解釈で

きる。

夫からの実用的な援助に関しては、単純相関で

職場ネットワークの援助性と正の相関がみられ、

近隣ネットワークの援助牲とは負の相聞があるこ

とがわかった。職場援助依存度が高いことは、世

帯内要因をコントロールしでも夫の家事参加を高

くする傾向があり、また世帯内要因の効果とは独

立に、夫の家事参加が職場援助依存度を高める効

果があることも確認された。さらに、とくに妻が

パートタイムの就業をしている状況において、夫

の家事参加が職場援助依存度を高めるという交互

作用効果があることも明らかになった。これは、

妻の職業的コミットメントが夫の家事援助によっ

て支えられる側面があり、妻の職場が援助的な関

係形成の場になるかどうかは、家庭と職場におけ

る妻の二重負担が夫の援助によって軽減される程

度に依存する部分が大きいことを意味している。

妻がパートタイム就労をしている家族は、家庭内

役割と職業的役割のバランスの問題がもっとも顕

在化しやすい状況にあるといえるのではないだろ

うか。分析結果は、妻の職場での援助関係が、夫

からの家事援助と相補的な関係にあることを示唆

している。

世帯外のネットワークのなかでも妻の近隣ネツ

トワークのみが、夫の実用的援助と負の相関を

もっている。ここには、妻が近隣ネットワークか

ら援助を動員することと、夫から家事援助を動員

することとの聞に、ある種の競合関係が存在する

ことになる。しかし、他の要因をコントロールし

た場合、このような両者の関連は有意なものでは

ない。すでにみたように、夫の家事参加も近隣か

らの援助も、妻の就業の状況や家族のライフス

テージによって大きく規定されており、職業的コ

ミットメントの大きな妻は夫から家事援助を動員

し、とくに育児期にある無職の妻は近隣との援助

関係を拡大させるために、 2つの変数の聞の見か

け上の負の相関が生み出されている部分が大き

い。ただし、近隣援助依存度に対しては、ライブ

ステージ要因と夫の家事援助要因の交互作用が独

立の効果をもっている。一般的に、育児をめぐる

世帯内援助ニーズが増大し、近隣関係が拡大しや

すいライフステージにある妻においては、夫から

の家事援助が少ないことがとりわけ近隣からの援

助を増大させる傾向がある o このように間接的な

効果として確認できるものではあるが、夫婦聞の

家事分業に関わる援助関係と妻の近隣ネットワー

クが競合的関係をもっ点に、現代日本の都市家族

の特性のー側面をみることができる。

主要変数の尺度構成や夫からの情報を欠いてい

る点などにおいて調査設計が異なるため直接の比

較には注意が必要だが、以上のような本調査の知

見は、筆者自身が関わった朝霞市と山形市の比較

調査における朝霞の対象者夫婦に関する分析結果

をほぼ支持している(野沢、近刊)0 その意味でも、

この調査知見は、日本の大都市郊外住宅地の家族

の特性として一般化できると思われる O 朝霞・山

形調査では、夫のもつネットワークをも分析に含

めたうえで、朝霞の夫婦に関してのみ、夫の職場

ネットワークが大きいほど夫の家事参加が減少す

る傾向が見いだされた。さらに事例インタビュー

の事例分析をもとに、夫の職場ネットワークおよ

び妻の近隣ネットワークが世帯の外側から構造的

に夫婦問の性別役割分業を規定する傾向が強い点

に、地方都市の家族とは異なる大都市の家族の特

性があるとの結論が導かれた。いわばボット仮説
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型の解釈である。本稿における分析からは、夫婦

関係と世帯外ネットワークとの聞の規定関係の方

向性について決定的な結論を出すことはできない

が、少なくとも同様の解釈を許す余地は大いにあ

る。日本社会の中でもきわめて都市的な環境に暮

らし、コミュニティ解放化が進行していると考え

られる調布市の若い世代の家族においても、おそ

らく世帯外ネットワークが夫婦関係を規定する力

をまったく失ってしまったようにはみえない。こ

の点は、とくに職場ネットワークなど夫のパーソ

ナル・ネットワークをも対象とした調査研究に

よって、さらに追究され、検討される必要がある。

本研究の知見は、北米におけるウェルマン型の

「家族・コミュニテイ」モデルを基本的には支持

しながらも、いくつかの重要な点で微妙なズレを

みせている。それは、「家族・コミュニティ問題」

に関する北米モデルの再検討を迫るものであると

同時に、さらに日本の状況について比較社会学的

に追究されるべき課題を提示している。日本の現

代都市家族をとりまくパーソナル・コミュニテイ

の研究は、たとえば北米ですでに展開されている

ネットワーク調査研究と比べるとまだ萌芽的段階

にあるといえる 15)。日本におけるさらに多面的な

家族・コミュニティ研究の展開が期待される。

日迂

1) 都市家族に関する既存研究のレビューをおこな

い、パーソナル・ネットワーク論の視点による研究

の重要性を指摘している野沢 (1992)を参照。

2) ブラッドのデトロイトと東京の夫婦の比較調査

における意外な結果として彼自身が注目している

点のひとつは、デトロイトの妻に比べて東京の妻た

ちの方が、悩みごとを夫に話す頻度が高いというこ

とであった(プラッド、 1968: 160-164)。

3) パーソナル・ネットワーク論の視角からの研究で

はないが、 1970年代後半に東京郊外で主婦のコミュ

ニティ活動について調査を行ったイマムラも、日本

の都市の主婦たちは(ウェルマン流にいえば)解放

型のネットワークといえるようなパーソナル・コ

ミュニティのなかで暮らしているという結論に到

達している(Imamura、1987)。
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4) この調査は、東京都立大学都市研究センターの研

究プロジェクト「大都市の地域経済構造の変化に対

応した環境保全創造に関する総合的研究」の一環と

して、現代女性の生活ストレスとネットワーク研究

班(研究代表者、石原邦雄)によって実施された。

共同研究の過程で、このク、ループのメンバーである

石原邦雄、藤崎宏子、稲葉昭英、永井暁子の各氏か

ら数多くの有益な示唆と支援をいただいたことを

記して感謝したい。

5) 夫からの実用的援助の項目としては、調査票の中

に「子育て(遊ぶ・世話をする・勉強をみるなど)J

をする頻度も含まれていた。しかし、この項目は他

の家事項目との相聞が極めて小さいかむしろ負の

相聞を示す傾向があり、これを含めて尺度を構成す

ると信頼性係数の値もかなり低くなる (α=.68)。そ

こで以下ではほぼ一貫して家事6項目によって構

成される尺度を「実用的援助の程度」として使用す

ることにした。

6) これらの変数のカテゴリー区分と度数分布は以

下の通りである。ライフステージ:子どもなし

(N =152、18.8%)/末子 0-2歳 (N=201、

24.9%)/末子 3-6歳 (N二 156、 19.3%)/末子 7

12歳 (N=181、22.4%)/末子13歳以上 (N=1l8、

14.6%)。世帯年収:600万 円 未 満 (N二 187、

23.5%)/600一799万円(N=232、29.1%)/800-999

万円 (N=163、20.5%)/1000万円以上 (N=214、

26.9%)。本人の年収:なし(N=312、38.8%)/120

万円未満 (N=217、27.0%)/120-499万円 (N=

195、24.3%)/500万円以上 (N二 80、10.0%)。本

人の学歴:中学・高校卒(Nニ 368、45.6%)/短大・

高専卒 (N=216、26.8%)/大学卒 (N=223、

27.6%)。夫の学歴:中学・高校・短大・高専卒 (N=

300、37.2%)/大学卒 (N=507、62.8%)。本人の

職種:専門・管理職 (N=123、15.4%)/販売・事

務職(Nェ 235、29.5%)/現業職(N=21、2.6%)/

無職 (N=418、52.4%)。夫の職種:専門・管理職

(N =426、53.1%)/販売・事務職 (N=273、

34.0%)/現業職(N=103、12.8%)。本人の就業形

態:フルタイム (N=139、17.3%)/パートタイム

(N = 139、17.3%)/自営業など (N=107、

13.2%)/無職(N=418、52.1%)。夫の就業形態:
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常雇(N二 643、81.3%)/自営業(N=148、18.7%)。

本人の年齢:25-29歳 (N=133、16.5%)/30-34歳

(N=219、27.1%)/35-39歳(N=207、25.6%)/

40-44歳 (N=249、30.8%)。夫の年齢:29歳未満

(N=71、8.8%)/30-34歳 (N=188、23.3%)/

35-39歳 (N=183、22.6%)/40-44歳 (N二 197、

24.4%)/45歳以上 (N=169、20.9%)。親との同

居:同居している (N=94、11.6%)/同居していな

い (N=714、88.4%)。

7) これらの独立変数のうち、ライフステージと夫・

妻それぞれの年齢との間 (γ=.65、γこ .71)、夫婦

の年齢相互 (y=.89)、夫婦の学歴相互 (γ=.65)、

夫の学歴と職種との間 (Cramer's V= .36)には極

めて強い関連がみられる。

8) 厳密には、夫からの情緒的援助は、子どものない

(多くは新婚期にあたる)夫婦で最大となり

(13.03)、末子が小学生にあたる段階で最小

(10.88)となるが、末子が中学生以上にあたるその

後の段階ではやや増加する(11.44)。

9) 妻自身の就業に関わる変数聞には、相互に強い関

連がある。本人の就業形態および職種と本人の年収

との関連を Cramer'sV係数でみると、それぞれ

V=.50、V=.41である。本人の就業形態と職種と

いう変数は、いずれも「無職」というカテゴリーを

含んでいる点で問題があるが、両者の関連を同じ係

数でみると、V二 59という値を示す。

10) 実際には、世帯内の実用的な援助ニーズは、育児

に関わる課題が生じる育児期に顕著に増大すると

考えられる。夫が子育てをする頻度項目を含めて再

構成した、夫からの実用的援助尺度を使用した場

合、ライフステージとの関連はやはり統計的に有意

であるが(DF=4、F=10.31、P< .001)、末子が

O歳から 2歳の段階にある家族で夫からの実用的

援助は最大 (7.36)になり、子どもなしの段階の平

均値 (7.27) をわずかながら越える。

11) 世帯内の要因に関しては、注の 7および9を参

照。表2に示されている、夫からの援助変数と統計

的に有意な相関のみられた関係カテゴリー別ネッ

トワーク・援助変数のうち、夫方と妻方の親族関係

数(ピアソンの積率相関係数 rニ .55)、近隣援助依

存度と近隣関係数(r=.51)、職場援助依存度と職場

関係数(r二 .39)は、相互にとくに強い相関を示す。

12) 世帯外ネットワーク・援助変数に関しては、変数

の値の分布に基づき 3段階(少ない/中程度/多

い)の変数として再コードしたものを使用した。

13) 夫方親族関係数と妻方親族関係数は、強い正の

相関があるため夫方の親族関係数のみを独立変数

としたが、夫方の代わりに妻方の親しい親族数を独

立変数に加えて同様の多重分類分析および多元配

置の分散分析を行うと、この変数は他の要因から独

立の効果をもたないことがわかった(偏相関比

Beta= .04、NS)。これは、同時に独立変数に投入し

た核親族援助依存度との相関では、妻方親族関係数

の方が夫方親族関係数よりもやや高い(それぞれ

rニ .28、rニ .22)ためかもしれないが、この 2つの

変数が夫からの情緒的援助に与える影響の点で異

質である可能性は残る。

14) 夫からの情緒的援助変数の尺度を再コードし、

3カテゴリーの変数(少ない [10点以下J/中程度

[11-13点J/多い [14点以上J) として投入した。

15) たとえば、ブイツシャーとシャビットは、ノfーソ

ナル・ネットワークに関する北米とイスラエルの調

査結果の比較分析から、イスラエルの都市居住者の

ノfーソナル・ネットワークは米国人のそれとほぼ同

様の特性を示すが、ネットワーク密度が高い点にお

いては顕著な差異がある、という興味深い知見を導

き出している (Fischerand Shavit、1995)。ネット

ワークの密度は、ボット仮説に直接関わるネット

ワーク測度であり、朝霞・山形調査の知見の解釈を

めぐって私が使用したネットワークの生み出す「磁

場」という概念とも大いに関わると思われるが(野

沢、近刊)、これまでの日本における研究からネット

ワーク密度に関する知見はほとんど得られていな

し'0
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This study is an attempt toward the answer to the Family-Community Question; how contempo-

rary urban societies change the family and community as well as the interface between them? This 

paper focuses upon the relations between marital relationships and supportive ties with personal 

network members. Bott-ian hypothesis and counter-hypotheses based upon Wellman's Community 

Liberated argument are examined. Our survey data from a random sample of 808 younger married 

women living in Chofu-city， Tokyo are analyzed. Our findings basically support the Wellmans' 

argument that the social support from spouses (husbands) and that from network ties are parallel 

and compatible， and that wives manage to get support from both husbands and networks according 

to their family needs. However， some of our findings suggest partial modifications of this argument. 

The most important is that urban ]apanese mothers of preschool children with less support from 

their husbands concerning household chores tend to develop stronger and larger networks among 

neighbors. It implies that spouses and networks can be competitive. In this respect， Bott-ian 

tendency for networks to keep wives and husbands away from each other seems plausible， particu-

larly when combined with other research findings on married couples living in another suburban city 

of Tokyo. At any rate， our findings need to be explored and examined through further family 

community studies with more elaborated network measures and in cross-cultural contexts. 




